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2.研 究 のね らい ・目的
1960年代か ら野心的な工業化が進められた多 くのアジア諸国では、急激な社会生活の変化 と
環境破壊を引き起 した。南北間の経済格差とともに、南側諸国内における社会階層間や地域間
の格差拡大 も深刻である。永続可能 な発展を目標に して、環境問題に配慮 した南北問題の社会
経済指標を検討する必要がある。多 くの研究機関や国連諸機関では、経済成長率以外の要因を
加えた各種の社会経済指標 を発表 している。本研究では、既存の社会経済発展に関す る諸指標
を批判的に検討するとともに、適切な代案を模索す る。
南北問題 は開発理論の一環と して研究 され、国内および国外の研究の蓄積 は多 く、その文献
目録だけでも数巻を要す るほどであ る。社会経済発展指標については、1980年代に入 ってか ら、
世界銀行や国連開発計画(UNDP)を 中心 に多様な指標の作成が進められ、刊行されて きた。
また、ア ジア諸国の政府 にとっても重要 な関心事であり、各種の指標が公表 された。それ らの
指標を批判的に再検討を行なうための資料は少なくない。南側諸国内部で も、国連諸機関 とは
独立 した南委員会(TheSouthCommission)を組織 し、1990年にその見解を 『南への挑戦』
(1992年に日本語訳刊行)と してまとめた。今後、南北の双方から発展指標の研究が進む もの
と思われる。
永続可能な発展という概念 は、国際連合の 「環境 と開発に関する世界委員会」(ブ ル ン トラ
ン ト委員会)が 、その報告書r共 同の未来』(1987年)において提起 した ものである。人類 と
地球の未来にとってきわめて重要な主題であるが、その概念内容は十分に検討 されたものとは
いえず、今後の研究 に残 された課題が大 きい。 日本国内でも、 ブラジルで開催 された環境開発
会議(1992年)の準備過程で論 じられてきたが、学問的な研究は始 まったばかりである。




ピン、 タイ、マ レーシア、バ ングラデシュおよびス リランカを取 り上 げる。南北の比較に必要
な北側の代表的な地域 として、 日本 とアメ リカ合衆国の対照的な指標を吟味す る。最終的には、
南北の双方に共通す る貧 しさや豊か さに関する普遍性の高い、永続可能な発展の社会経済指標
をめざす。あわせて各種の国際機関 とアジアの対象国における、地域別の社会経済指標のデー
タを収集 し、理論 と実証の両面から分析す る。
その際、社会経済生活の変化による発展指標と して、所得水準、栄養摂取基準、衣服の数量、
居住条件、教育施設、医療機関や流域下水道などの物的条件よりも、土地所有、労働力および
信用 という基本的な経済関係がどのように商品化 したかに着 目する。上記のアジア諸国におい
て これまでに実施 された社会経済調査のデータの分析にもとつ く、比較研究を行なう。
研究を進めるにあったって、国際連合 ブル ン トラ ント委員会報告を検討 し、永続可能な発展
が基本的な視点 となりうるかどうか吟味する。その上で、地球環境を保全 しかっ世代を越える
長期的な社会経済発展の可能性を考察 し、その視点か ら指標のとらえ方をまとめる。た とえば、
自作農の農地、農民の労働力および村内の相互扶助 は、農村社会に暮 らす限 り、商品として売
買す ることは難 しい。 しか し、工業化と都市化の進展は、このような基本的な社会関係の商品
化を もた らし、人間と人間との人格的な関係は、次第に地代、賃金および利子によって置き換
え られるようになる。これらの間題点を、対象地域の具体的な特殊性 に即 して、実証的に研究
する。
本研究に参加す る5名 の研究者 は、それぞれのデ ィシプ リンは違 っているが、従来か ら南北
諸国間の国際的な経済格差に関心を持 っている。そ して、別個の立場か ら永続可能な発展に留
意 した研究を行なってきた。中村尚司は、主として スリランカや南イン ドの経済問題の調査研
究に従事 し、貧富の概念にっいて検討 して きた。鶴見良行は、主 としてイン ドネシアやマ レー
シアの辺境社会におけるフィール ド・ワークに力をいれて、ヨーロッパ中心の中央主義史観に
対抗す る研究を行な ってきた。河村能夫は、主 としてアメリカや 日本の農村社会における階層
格差のあ り方 にっいて調査研究を し、その貧困基準を解明 してきた。津 田守 は、主としてフィ
リピンの社会経済問題 と日本 とフィリピンの経済関係を硬究 してきた。廣岡博之は、主 として
マレーシアやバ ングラデ シュの畜産経済を主題とする研究に従事 し、 システム科学 という立場
から熱帯農業を解明 してきた。上記の分野で、各研究分担者 は、本研究 に関連する領域で多 く
の研究成果を発表 している。
それぞれの専門的な研究分野や研究歴 は異なるものの、この5名 の研究スタイルは、 フィー
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ル ド・ワークを重視す るという点で共通す る。また、研究分担者全員が、東南アジア諸地域に
おける社会経済的な実態調査を行な った経験を もつ。そのため、南北問題における社会経済的
な指標を再検討する作業が机上で終わることな く、自己のフィール ド調査の経験か ら、当該地
域における民衆の暮 らしを反映 しているかどうかを、 フィー ドバ ックして検証することが可能
である。龍谷大学社会科学研究所では、1989年度か ら私学振興財団の助成をえて、主 と して東
南アジア諸国の社会科学者を招聰 し、 「地域経済の自立 と労働力移動に関する国際共同研究」
を実施する一環 として、アジア諸国と日本の双方において社会経済的な実態調査を行なって き
た。本研究の参加者 は、この国際共 同研究の主要メンバーであ り、その研究成果を生かすとと
もに、各地域で収集 したデータを活 用す ることがで きる。龍谷大学社会科学研究所では、律来
から本研究のよ うな国際比較を可能 にす る統計資料の収集に努めている。
3.平 成5年 度 の研究経 過
本年度 は、初年度であるため調査研究の方法 に関する考察を中心に、4回 にわたる硬究会を
開催 した。6月15日の第1回 研究会では、経済理論 とエ ン トロピー論の視点か ら厚生指標の検






班か ら参加 した海 田能宏(京 都大学東南アジア研究センター)氏 が、 「総合的地域研究」にお
ける 「地域発展の固有論理」の趣 旨を詳 しく述べた。そ して、研究班相互の関連性 と研究組織
について説明 した。
南北問題における社会経済指標の検討を担当 している中村班では、研究分担者の廣岡博之が
「社会経済指標の研究方法」にっいて報告 し、それを受 けて中村尚司が 「循環、多様、関係と
いう視点か らみた発展指標」にっいて問題提起を行なった。アジア各地におけるフィール ド経
験を踏まえて、鶴見良行 は 「アジアにおける経済格差研究の問題点」を指摘 した。アメリカ合
衆国における貧困研究の成果を手がか りに して、河村能夫 は 「農村における貧困研究の国際比
較」にっいて発表 した。個別的な地域の課題と して、津田守が 「フィリピンにおける経済発展
の特質」について報告 した。研究分担者ではないが、合宿研究に参加 した船橋和夫(京 都女子
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大学文学部)氏 が 「タイの農村開発について」、斉藤千宏(龍 谷大学非常勤講師)氏 が 「バ ン
グラデシュの村落開発組織について」、池上甲一(近 畿大学農学部)氏 が 「日本の農村開発の
事例について」の話題提供を行なった。最後に参加者全員で、 「南北問題」 と 「永続可能な発
展概念」について討論を行なった。
11月25日に開催 した第3回 研究会は、長年にわたってス リランカとタイのNGOに おける指
導的な役割を果た して こられたA.T.ア ー リヤラ トナ博士(サ ルヴォーダヤ)と スラク ・シ
ヴァラクサ博士(ア クフォー ド)とが来 日された機会に、両氏を招 きお二人か ら 「仏教復興運
動と農村開発」に関す る体験的な報告と討論を していただいた。ついで、フィリピンにおける
実態調査を終えて帰国されたばか りの雨森孝悦氏か ら 「農村金融とエンパ ワーメン ト」に関す
る実証的な報告を受 けた。
第4回 研究会 は、津田守が ピナ トゥボ大噴火災害に関す るフィール ド調査を行な うに先立 ち、
「自然災害に対する緊急援助のあ り方」を国際比較する試みにっいて報告 し、社会経済指標 と
いう視点か らの検討を行なった。以上の研究会は、第2回 を除き、すべて龍谷大学深草学舎 に
おいて開催 した。公募研究班と しての研究会とは別に、中村尚司は3月2日 に東京大学で開催
された 「文明の地域性」シンポジウムにおいて、 「地域発展の固有論理一 豊かさへの新 しい
指標」にっ いて発表 し、翌 日の討論 に参加 した。 また、ほぼ同趣 旨の報告 をr総 合的地域研
究』第3号 に寄稿 し同誌の座談会にも参加 した。
本年度は、上記の研究会を行なうかたわら、個々の研究分担者が、永続可能な発展とい う視
点か ら、地域における物質循環を長期間にわたって可能 にす る社会経済 システムの諸指標を検
討す るとともに、地球環境 と社会生活の多様性に注目し、多様な人間活動の展開条件に対応す
る指標の検討を始めた。そ して、循環性 と多様性 とを基盤とする社会関係の創出条件に即 した、
発展指標の独自な性格を明 らかにするよう試みている。
4.研 究 の成果 とフ ロンテ ィア
本研究がめざし取 り組んできた特色 と独創的な点は、次の3点 に要約 され る。まず第一に、
年々経済的な格差が拡大 し深刻化する南北問題にっいて、価格で表現 された1年 間の経済活動
(フロー)を 集計値である国民総生産(GNP)を はじめとする既存の社会経済指標であらわ
すことは、 さざ まな制約 と限界をもち、その実情を適切に示すことがで きない。アジア諸国の
貧富の格差に関す る現行の指標と地域住民の生活実感との間に大きな隔たりがある。 また国際
機関の指標では世界で最上位に位置すると見 られ る日本国内でも、南側諸国の数十倍 もの豊か
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さを享受 していると考える人は少ない。そのため、南北問題を解決す る見通 しも立 ちに くく、
また北側諸国における取 り組み も形骸化 しっつある。 このような状況のもとで、南北問題の社
会経済的な指標を再検討す る研究 は、将来の開発援助のあ り方に、一定の指針を与えるという
意味で きわめて重要である。
第二 に、1992年にブラジルで開催 された国際連合環境開発会議以来、環境保全 と経済開発 と
の対立を解消 し、世代を越えて永続可能な発展の道を模索す る必要性が、南北の双方において
深 く認識されるようになった。 しか しなが ら、政策的な配慮 という点では国際的な合意を見っ
っあるものの、当の課題である永続可能な発展という視点か らの社会経済指標の作成は、ほと
んど取 り組まれていない。21世紀の南北問題を正 しく把握す る上で、環境保全を重視す る社会
経済指標を創出す ることは不可欠であ り、人類社会の将来にとって も無視することので きない
大 きな課題である。本研究は、このような地球規模の巨大な課題に対 して、フィール ド・ワー
クの成果を基礎 に新 しい社会経済指標の創 出に参画 しようと試み、時代の要請 に応えようとす
るものである。
第三に、南北間の経済格差に関す る国際比較を可能にす る諸指標を再検討す る作業を通 じて、
貧 しさや豊かさの概念その ものを社会科学的に吟味 して、はた して日本人の暮 らしはア ジアの
発展途上国の人 々よりも豊か といえ るだろうか、とい う疑問に答える。各種の社会経済指標の
国際比較を行ない、南北問題の本質を解明することに資す る研究ではあるが、アジアの永続可
能な発展 という視点か ら見 ると、高度経済成長期以降の日本的な生活様式が もつ問題を も逆照
射で きるか らである。このような形で、日本における社会政策のあり方を見なおすとい う課題
に貢献することができるの も、本研究の特色である。
このような視点か らの作業を経て、現行の社会経済指標が もつ問題点 とその限界を解明す る
上で、一定の成果をあげることができた。その結果、循環性、多様性および関係性か らみた、
南側諸国における基本的な経済関係の変化が、社会生活に及ぼす影響を解明 し、広義の経済学
の立場か ら貧富の格差 とは何かを改めて考察する必要が一段 と高まった。
中村尚司は、循環性の永続、多様性の展開および関係性の創出という視点か ら、社会経済指
標作りを提唱 した。貧 しざは、経済的な従属(生 活手段の被支配)と 生活環境の破壊か ら生ま
れる。豊かさは、経済的な 自立(経 済活動の 自主管理)と 生命活動の充足をあざす暮 しである。
したが って、特定地域の貧困指標を考えると、次の とお りである。
① 次世代の単純再生産からの解離率(地 域の人 口を定常状態に近づけるかどうか)
② 精神病院に長期間隔離 され る患者数の比率(多 様な人格を地域 に統合できるか)
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③ 経済苦による行方不明(蒸 発)者 や自殺者の比率(相 互扶助関係が存在す るか)
その反対に、地域の富裕指標 を考えると、次の とお りである。
① 地域内における物質循環比率(運 び込 まれる財貨や廃物と運び去 られる量の比率)
② 障害者 による地域的な社会参加の比率(特 定障害者のための特別施設の解消速度)
③ 人口に占あるボランティア活動家比率(そ の地域社会 に住む多重生活者の増加数)
これに対応 して、古典的なコーリン ・クラークの産業分類に代わる、生命系を基礎 とす る新
しい産業分類は、商品化三原則 に即応 して編成 される。
第一次産業(地 域内で行なわれる共的な産業)
① 耕種農業、養鶏 ・畜産業、水産業、果樹 ・林業、醸造業、食品加工業、商店など
② 冠婚葬祭、病院、保育園、幼稚園、初等 ・中等教育、老人ホーム、ホス ピスなど
③ 土地管理、資金循環、域内交通、上下水道、廃棄物処理、建設、消防、警察など
〔協議 システム(共 同体)に よる配分 メカニズム、樹枝状の連絡網〕
第二次産業(域 外の消費に向かう私的な産業)
① 特産物(産 地形成)、 伝統工芸品、希少鉱産物、市場で売買できる芸術作品など
② 旅行産業、ホテル産業、土産物な ど観光産業 と出版、新聞、TVな どの情報産業 .
③ 製鉄などの素材産業や電気製品、石油化学製品、輸送機器などの工場制製造工業
〔市場 システム(私 企業)に よる配分 メカニズム、放射線状の流通経路〕
第三次産業(地 域と地域 とを結ぶ公的な産業)
① 高等教育、学術研究の交流、非商業的な刊行物、音楽、美術、文学等の文化交流
② 航空 ・海上 ・陸上輸送、電話 ・郵便、水路、鉄道、道路等の建設と維持管理など
③ 電力、石炭、石油、水資源、天然ガス、海底埋蔵物、産業廃棄物、環境保全など
〔計画 システム(一 部事務組合)に よる配分 メカニズム、網の目状のネッ トワー ク〕
5.今 後 の課 題
前年度 までの研究成果に立 って、既存の社会経済指標 とは異 なった、永続可能な発展のため
の指標を新たに提案す ることがで きるかどうか、 さまざまな角度か ら検討す る。それ も、非常
に多 くの指標の複雑 な組合せではな く、非専門家であるアジア諸国の地域住民 にもその有用性
が感受でき、 しかも実用化できるような、単純明快 な指標を提起す るよう努める。その際、世
界銀行や国連開発計画が行なっているような、北側諸国 と南側諸国 とで別の指標を用 いるので
はな く、両者に共通する指標のみで南北比較を行なう。
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前年度 までの研究成果を早急に英文にまとめ、対象地域 における関連分野の研究者 に送付す
る。そ して、永続可能な発展 という視点か ら見た、南北問題における新 しし.・社会経済指標のあ
り方 にっいて、批判的なコメン トを受けて、本研究の最終的な成果にフィー ドバ ックするよう
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